
1 はじめに 

第二次世界大戦後、様々な技術の発展を背景に、多

くの国で飛躍的な経済成長を経験し、人口の増加、平

均寿命も飛躍的に伸ばしてきた。先進諸国では、高度

成長期を経て安定成長期にいち早く移行し、社会の成

熟化が一層進むことになる。成長の果実を享受すると

ともに、社会の成熟化は新たな問題を生み出すことに

なる。アメリカ合衆国の政治学者であるロバート・パ

ットナムの著書『Bowling alone』（邦訳『孤独なボウ

リング』）で有名となる Social Capital(社会的資本)や

アメリカの都市社会学者であるレイ・オルデンバーグ

が指摘した third place(サードプレイス)などの概念は、

徐々に変化したコミュニティの問題を考える重要な概

念である。 

現在の日本は，平均寿命，高齢者数，高齢化の速度

という点から，世界の最先端の高齢社会である．そし

て，2008 年に人口のピークを迎え、現在人口減少の局

面を迎え，日本の社会は大きな転換点を向かえている．

2014 年には，日本創成会議作成の報告「成長を続ける

二一世紀のために『ストップ少子化・地方元気戦略』」
1)が発表された．このレポートの中で取り上げられた

のが“消滅可能性都市”という概念である．2040 年の

日本において，896 の町や村が消滅する可能性がある

というセンセーショナルなものであった1,2．これを受

 
1 このレポートでは，以下の点を根拠として挙げている． 

・1970 年代から続く出生率の低下(現在は 1.4 前後) 

・人口減少予測(2015 年から 2053 年の間に 2700 万人減少) 

・急速な高齢化(人口に対する 65 歳以上の比率が 2015 年で

は 26.6%であるのに対して，2065 年には，38.4%と予測

されている) 

・2040 年に 20～39 歳の女性の数が 49.8％の市区町村で 5

け政府は、2014 年にまち・ひと・しごと創生本部を置

き、“日本の急速な少子高齢化の進展に的確に対応し、

人口減少に歯止めをかけ、首都圏への人口集中（東京

一極集中）を是正し、地域におけるワーク・ライフ・

バランスを確保して、将来にわたって活力ある日本社

会を維持していく”という目標の下、様々な施策をお

こなっている3。 

ただし、このような問題は地方の問題だけでなく，

都市部・郊外と呼ばれる地域でも同様の課題を抱えて

いる。その一つが、地域の関係の希薄化(コミュニティ

問題)である 2)．日本社会において、地域コミュニティ

のつながりは非常に重要な役割を果たしてきた。しか

し、高度経済成長期におこった地方部から都市部への

人口の移動は、1980 年代(バブル景気)に一度緩やかに

なるが4、2000 年代に入り新たに東京首都圏一極集中

と変化し、ここに少子高齢化が進むことにより地域の

関係の希薄化が進んでいる。特に人口が流入している

都市部においても問題が発生している。1970 年代を中

心に開発が行われた“ニュータウン”と呼ばれる地域

 
割以上減り，推計対象の全国約 1800 市町村のうち 523 で

は人口が 1 万人未満となる可能性がある． 
2 他の報告では，2040 年には，所有者のいない土地が，720

万㎡となり(北海道と同じサイズ)，その価値は 6 兆円にもな

ると報告されている． 
3 閣議決定で設置されたが、2014年 11月 28日に「まち・ひ

と・しごと創生法」が公布・施行されてことを受け、同年 12

月2日より法廷組織となっていろ。国の長期ビジョンとして、

2060年に 1億人程度の人口の確保を掲げており、現在は、第

２期「まち・ひと・しごと創生総合戦略」がとりまとめがさ

れ、新しい取り組みが始まろうとしている。 
4 “ドーナツ化現象”とよばれ、都市の中心部から郊外とよ

ばれる地域に多くの人口が移動をした。 
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でよくみられる現象として、建設された当時は子育て

世代が中心であったが、子供たちも成人し街を出てい

く傾向もあり、現在では老年の夫婦が中心となってい

る。また、女性の社会進出も進み、都市近郊のベット

タウンにおいては、昼間の時間帯に人があまりおらず、

地域の関係の希薄化がみられる。しかし，地域とのか

かわりやつながりを望んでいないわけではない 3), 5． 

以上の問題に対して，我々は、これらの問題をどの

ように捉え、どのような解決策があるのかを探ってき

た。その中で、これらの問題に取り組むためのアプロ

ーチとして、コミュニティを一つのシステムとみなし、

さらに関係資産及びギフト＆サーキュレイションモデ

ルといった概念を提案してきた．理論モデルやシミュ

レーションによる検討、またその知見を活かしフィー

ルドで実証実験をおこなっている。ただし、これまで

は、ヒトの振る舞いにつての検討が中心であった。 

本稿では、ヒトだけでなく、重要な要素である考え

ているモト・コトとついてどのように捉えるべきかを

検討した研究 6)をもとに、さらに”場”の影響を考慮す

るためのモデル分析を行う．具体的には，コミュニテ

ィにおける関係資産の導入がコミュニティに参加する

住民の増加，関係資産の総額，そして住民の行動の変

化があることは確認されているが、関係資産をどのよ

うに獲得するのか、また特定の場所が影響を与える(サ

ードプレイスなどを念頭に置く)こと想定した関係資

産モデルの拡張を検討する． 

 

2 システムとしてのコミュニティ 

本稿では，コミュニティを一つの“システム”とし
てとらえる．コミュニティは，ヒト（住民），モノ（施
設や場所），コト（イベントや事象）の3つの要素から
なり，そしてヒトが，ヒトおよびその他の要素と日々
の生活で生み出す関係性(Relationality)で表されると想
定する．コミュニティでは，住民同士(ヒト)が地域の
地理や施設など物理的な空間資源(モノ)と目に見えな
い制度や規則・地域の祭りなどイベント(コト)と共存
しながら生活を営む実態から，これらつながり，関連，
関係という3要素を関係性とする．そして，コミュニテ
ィはヒトが自発的に行動しなければ存在し得ないもの
であり，コミュニティの活性化には住民が継続的に関
係性を創出するために関与し続ける仕組みが必要とな
る．ここで我々は，地域社会で人々が日常的に生み出
すヒト・モノ・コトの関わりを“資産”ととらえ，「関
係資産(Relationality Assets)」という概念を導入する．
この資産は，将来的に地域社会に効用・利益をもたら
すことが期待できる社会的・経済的価値があり，また
誰もが大事だと思い，その価値を信じ，自ら関わりを
求めるからこそ資産として機能すると想定する6． 

 
5 内閣府の調査や世論調査においても、つながりに関する必

要性は意識されていることがわかる。 
6 しかし，この関係性は不可視のものが多く，認識をするの

が難しい．そこで，「関係性をどのように可視化・定量化す

3 モデル 

本節では，関係資産モデルの全体像およびギフト・
サーキュレイションモデルを紹介し、それからモデル
の拡張をおこなう． 

3.1 関係資産モデル 

前節では，コミュニティを一つのシステムとしてと
らえる概念を提示したが，ここではシステムとしての
コミュニティのモデル化から始める．本稿では，コミ
ュニティ全体をモデル化するにあたり，このモデルの
ことを“関係資産モデル”と呼ぶ．関係資産モデルと
は，個々の住民がコミュニティの中で活動することに
よって，生み出される満足や効用がどのように働くの
かをモデル化したものである．個々の住民はコミュニ
ティに参加することで，直接的または間接的に影響を
及ぼし，また影響を受ける．これらの影響を受ける繋
がりを関係性と考え，コミュニティに参加し活動する
ことによって得られる満足を直接的関係性効果と考え
る．ただし，この効果を得るためには，住民自体がコ
ストを払う必要があり，またそれに伴う業務などが発
生すると想定される．対して，コミュニティ活動に直
接的に参加しているわけではないが，住民の日々の行
為がそのコミュニティにプラスの影響を与えたりする
ことがあり，このような効果を，間接的関係性効果と
する．これらについては，やる気があれば行えるよう
なもので，何も強制性はなくコストも必要ないと想定
する．下記では，より詳細にこれらをモデル化する． 

関係性資産モデルは，以下のようにして定義する．
コミュニティから得られる個人の便益を Bi とする．i

は個人を表す記号である．この便益 Bi は，コミュニテ
ィから直接的に得られる便益Xと間接的に得られる便
益 Y, Z の 3 つの要素からなる(Bi =｛X, Y, Z｝)．ここ
では，コミュニティから得られる便益が，関係性資産
であると想定する． 

より具体的に表すと，個人の便益を Bi＝X＋Y＋Z

として表現する．直接的便益 X は，X = D – C である．
D はコミュニティでの活動から直接得られる便益であ
る．この場合，その活動には，費用が発生し，その費
用を C とする．Y は，日々のコミュニティにおいて間
接的に得られる便益である．そして，Z は間接的に得
られる便益のコミュニティメンバーとのやり取りを表
現したものである．Z は下記のとおりである． 

Z = ΣG-i – Gi + R       

G は，ギフトの量を表す．Gi は i のギフトであり，
ΣG-i は i 以外のギフトの総量を表している．R は，公
的アカウント効果であり，再配分の表している． 

よって，個人のコミュニティ活動からの便益は下記
のようになる． 

B = X + Y + Z  

 = D – C + Y – Gi +ΣG-i + R 

上式をから導かれる結論をまとめると，コミュニテ
ィから得られる便益 B が正(B>0)であれば，コミュニ
ティ活動を行うでインセンティブが存在し，便益が負
であれば(B<0)であれば，コミュニティ活動を行うイン
センティブはないということから，式を整理すると，

 
るか」という問題も存在し，それらについての取り組みは，

K. OGITA et al.(2018)等 3)4)を参照． 



C+ Gi= D + Y +ΣG-i + R となり，この条件がコミュニテ
ィ活動への参加への閾値となる．そして，コミュニテ
ィ活動から直接的に得られる便益と費用を比較したと
きに，これらがマイナスだったとしても，間接的に得
られる便益が大きければコミュニティ活動を行う可能
性があるということである(C+ Gi－D ＜ Y +ΣG-i + 

R)． 

3.2 ギフト＆サーキュレイションモデル 

関係資産モデルの中でカギとなる概念が、ギフト・
サーキュレイションであり、ここでは、ギフト・サー
キュレイションを紹介する。 

3.2.1 概念 

ギフト・サーキュレイションモデルは，一度限りの
関係に基づく同等の交換ではなく，人々の中で継続す
るギフトとその流通の関係のモデル化したものである．
この概念を理解するために，関係資産がギフトとして
誰かから誰かに譲渡されたのかを記録する公的口座の
概念を導入する7．人々は，関係資産（例えば，笑顔，
感謝，共感や同情）を他人に贈与することによって他
人とのつながりを表現する．その時点で，同じ価値の
資産が自動的に公的口座に累積される．資産の累積は，
ギフト活動が人々の間でどれほど活発であるかを示し，
人々はそれを知ることができる．また，一定の期間内
（例えば，1 週間，1 ヶ月，または数ヶ月間など）には，
公的口座から一定量の資産が人々に再配布される．こ
れは投資への配当と同様の効果を持ち，人々にギフト
活動へのインセンティブを持たせる効果を持つ． 

我々が強調したいのは，そのような活動は単純な払
い戻し活動ではなく，人々の間で払い戻し活動によっ
て，次の活動が生じるということである．そして多く
の関係資産を得ることができる人は，自分が得た関係
資産をコミュニティの大きな支持者として間接的に他
の人々に贈る意味で，そのコミュニティで積極的に貢
献することとなる．  
 

3.2.2 モデルの拡張 

はじめに、関係資産モデルの構造をもう一度考える。
人は、それぞれの行動によって、様々な便益を受ける。
特に、個人がその人にかかわることであれば、問題は
ないが、社会において共有できるモノや公共性の高い
ものなど様々モノが存在する。この中で公共性が存在
する財・サービスに関して、経済学ではフリーライダ
ーの問題とそれにかかわる問題が存在することを経済
学や社会学では指摘している。簡単にまとめると、公
共性の高いモノ・サービスの特徴としては、だれでも
利用が可能である非排除性という性質を持っており、
誰かがその公共財を提供してくれれば、ほかの人が対
価を払わず利用できる(フリーライダー問題)。また、

 
7 本来は濃密な関係が存在する社会において、人々のやり取

りなどを記録する必要はないが、ヒトやモノなど様々なもの

か移動可能となり、またコミュニティの関係が希薄化してい

る現代社会において、あえて人々のやり取りを可視化するこ

とによって、コミュニティにおける関係性を認識させる必要

があると考えている。 

自分で費用をかけて財・サービスを作らなくても、誰
かが作ってくれると自分も利用できるのでそのものを
提供しようとはしない。もし社会の構成メンバーがす
べて、このようなことを考えてしまうと公共財は提供
されず、必要なものが、必要なところに存在しないと
いう問題が発生する(過小供給問題)。この問題がコミ
ュニティ活動の問題を考えるうえで重要となる。 

このような考えを基本に、モデルを考える。 

           …(１) 

個々のプレイヤーの便益を(１)式で表されるとしよう。

ｘはそのぞれのプレイヤーが公共財にどれだけ貢献し

たのかを表し、便益は貢献度の合計から、自分が貢献

した分に対してどれだけ費用を払ったのかを表してい

る。次に、この式を基本に、4 人のメンバーの社会を

考えて、数値例を見る。 

Fig.1 があらわしているのは、4 人の社会においてど

のような協力体制が存在すれば、それぞれの便益が変

化するのかを表している。簡単化のため、限界費用 c

は１とする。(3,1)や(2, 1,1)において、1 側になってい

るプレイヤーの便益が大きいのが、フリーライダー問

題をあわらわしている。 

 次により社会性を考えるために、“不平等回避”と

いう概念を導入する。これは、他社と比較した時に多

すぎたり少なすぎたりすることに対して問題と思って

おり、個人が本人の利益と他者の利益の相対的な水準

を意識し、平等な状態から乖離するほど不効用を感じ

ると想定する。(１)式と組み合わせると次のようにあ

らわされる。 

 

…(２) 

(２)式の下で、同様の４人の社会の例を考える。 

 

Fig. 1: Structure and Basic Score. 

 

Fig. 2: Basic Score and Social Preference. 



Fig2 では、単純な公共財モデルの社会と不平等回避が

働く社会の比較となっている。当然のことであるが、

社会全体として、不平等回避が働く社会の差が小さく

なっている。また、(3,1)の組み合わせで確認できるが、

基本スコアでは、フリーライドをするインセンティブ

が存在するが、不平等回避が働く場合、(3,1)でフリー

ライドするより、社会全体で協力したほうがスコアが

高くなる。 

 ここまででの想定は、すべてのプレイヤーが同じ条

件のもとで意思決定をおこなっている。ただし、現実

社会では、異質性であったり規模の問題で単一な構造

を持つグループを想定するのが難しい場合が多くなる。

よって、次に、4 プレイヤーであるが、不平等回避が

働かないプレイヤーが存在する場合を想定して、同様

の数値例を考える。Fig.3 は、社会構成しているメンバ

ーの中に１人だけ不平等回避の概念が働かいと想定し

た場合のスコアである。この場合の問題は、働かない

メンバーが、社会の中でより小さい集合に所属してい

るときに問題が発生することを表している。特に、(3.1)

で 1 になった場合は、全体で協力するより、フリーラ

イドすることによって多くの便益が得られることがわ

かる。 

 次に、場所の影響を考慮するためにモデルを考える。

プレイヤーが直線上に分布している状況を想定する。

プレイヤーは、他のプレイヤーとコミュニケーション

をとるためには、移動をしないといけないと想定する。

先のモデルに対して、移動費用 cmを導入し、移動費用

を払うことによって、ギフトサーキュレイションの枠

組みの中に入ると想定する。この場合、結果としては、

単純にギフトサーキュレイションから得られる利益が、

移動費用をカバーするのであれば、この枠組みに入る

ためにコストを払うこととなる。単純に考えれば、こ

の費用をどのように下げるのかという問題が現実的な

課題として考えられる。また、サードプレイスなどの

特別な場を考える場合、異質的な効用を考えたうえで

のモデルの必要性やシミュレーションを行う必要があ

る。 

 

4. おわりに 

本稿では，コミュニティの問題を解決するための概
念として構築してきた関係資産の一連の研究を基礎に、
異質性のプレイヤーを含むモデルに拡張し、理論分析
をおこなった．ヒトだけでなく現実的に重要な役割を
果たす要素をどのように分析対象の中に組み込んでい
くのかという課題への取り組みである。場所という概
念の導入は、現実問題に即した拡張の一つである。 

今後は，コミュニティの構成メンバーであるヒトだ
けでなく、他の要素に注目したモデルをシミュレーシ
ョンなどを活用して様々な局面の分析を行う。そして，
この結果を生かして、実証実験で収集した実データか
ら生成した関係資産との比較検証，そしてさらなるモ
デルの改良が課題となる． 
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Fig. 3: Modified Social Preference. 


